
平成２１年度本庁舎のエネルギー使用量等分析 
 
１．調査施設数及び調査年度について 
①平成 19 年度までの精査及び平成 20 年度分について取りまとめを実施した。  
②対象施設は、47 都道府県の本庁舎及び 18 政令指定都市の本庁舎計 65 施設。 

 ③政府の実行計画が基準年を平成 13 年度、26 地方公共団体が基準年を平成 16 年度に設定している

ことから、平成 20 年度の増減比較は、平成 13、16 年度（基準年度比）及び平成 19 年度（前年度

比）において実施した。 
④施設のエネルギー使用（電気、ガス、油、その他）にともなう温室効果ガス排出量については、地

方公共団体ごとに設定している基準年度及び平成 13年度から平成 20年度までの年度ごとに集計し

たが、地方公共団体によっては算出されていない年度があった。 
  各年度の温室効果ガス排出量は、平成 13 年度の排出量で 58 施設、平成 16 年度や平成 20 年度

で 65 施設において算出されている。なお、平成 20 年度の増減比較に際して、対平成 13 年度比の

値を算出するにあたり、平成 13年度の温室効果ガス排出量が算出されていない 7施設においては、

当該地方公共団体の実行計画における基準年度等の値を採用した。 
 ⑤各年度の集計データ数は、表－１のとおり。 

表－１ 集計データ数（対象 65 施設） 
H13年度
(2001)

H14年度
(2002)

H15年度
(2003)

H16年度
(2004)

H17年度
(2005)

H18年度
(2006)

H19年度
(2007)

H20年度
(2008)

温室効果ガス排出量 58 60 63 65 65 65 65 65

施設延べ床面積 65 65 65 65 65 65 65 65

職員数 55 55 56 58 58 65 65 65

電気使用量 58 60 63 65 65 65 65 65

ガス使用量 58 59 62 64 64 64 64 64

油使用量 32 32 34 37 38 37 36 36

その他使用量 5 5 5 5 5 5 6 6  
 
 
２．本庁舎等のエネルギー使用量等分析について 
２－１ 温室効果ガス排出量について 

対象 65 施設における平成 13 年度、16～20 年度の温室効果ガス排出量及び平成 13,16,19 年度に

対する平成 20 年度の増減率を表－２に示す。  
表－２ 温室効果ガス排出量の比較 

 
   平成 20 年度の温室効果ガス排出量は、平成 13 年度比で 4.2％(11,313t-CO2)削減、平成 16 年度

比で、3.1％(8,200t-CO2)削減された。また、平成 19 年度比では 2.1％(5,620t-CO2)削減された。 

資料１ 

平成13年度
(2001)

平成16年度
(2004)

平成17年度
(2005)

平成18年度
(2006)

平成19年度
(2007)

平成20年度
(2008)

増減率
H20/H13

増減率
H20/H16

増減率
H20/H19

271,254 268,141 270,677 265,609 265,561 259,941 -4.2% -3.1% -2.1%

207,408 210,350 214,135 212,971 210,630 211,511 2.0% 0.6% 0.4%

33,189 30,840 30,407 26,454 28,665 25,127 -24.3% -18.5% -12.3%

14,946 12,218 11,882 12,747 11,994 11,048 -26.1% -9.6% -7.9%

15,710 14,733 14,253 13,436 14,272 12,255 -22.0% -16.8% -14.1%

油CO2(t-CO2)

その他CO2(t-CO2)

温室効果ガス排出量(t-CO2)

電気CO2(t-CO2)

ガスCO2(t-CO2)



２－２ 温室効果ガス排出量の各エネルギー割合について 
施設におけるエネルギー使用（電気、ガス、油、その他）にともなう温室効果ガスの割合は、図

－１のとおりとなった。これより、電気の使用による温室効果ガスが 8 割程度占めることから、電

気の使用量の削減が、温室効果ガスの削減に有効と考えられる。 
 

図－１ 施設における温室効果ガス排出量の各エネルギー割合 
 
 
２－３ エネルギーの使用の合理化に関する法律（省エネ法）におけるエネルギー管理指定工場及び

ISO14001 の認証取得状況について 
図－２のとおり平成 20 年度の省エネ法における第一種エネルギー管理指定工場は、19 施設

(29.2％) 第二種エネルギー管理指定工場 21 施設(32.3％)が該当した。 
また、図－３に ISO14000 の認証取得状況を示す。 
 

19

21

24

エネルギー管理指定工場（平成20年度）

第一種 第二種 指定なし

 

29

7

29

ISO14000 認定状況（平成20年度）

認証 自己宣言・独自取組 未

図－２ エネルギー管理指定工場数 図－３ ISO14000 認定状況 
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平成13年度
(2001)

平成16年度
(2004)

平成17年度
(2005)

平成18年度
(2006)

平成19年度
(2007)

平成20年度
(2008)

増減率
H20/H13

増減率
H20/H16

増減率
H20/H19

271,254 268,141 270,677 265,609 265,561 259,941 -4.2% -3.1%

(237,359) (244,626) (244,100)

- - - 169,026 165,263 165,517 - -

(148,608) (152,901) (152,113)

- - - 1,571 1,607 1,570 - -

(1,597) (1,600) (1,605)

-2.1%

-2.3%

温室効果ガス排出量(t-CO2)

施設延べ床面積（㎡）

職員数（人）

63.5 62.3

0.2%

59.5 -6.3% -2.1%

0.0%

-4.5%

温室効果ガス排出量(kg-CO2/人)

4,304,5404,273,269 4,283,440

温室効果ガス排出量(kg-CO2/㎡)

4,368,365 2.2%

63.2

4,368,414

61.9 60.8

4,290,950 1.5%

２－４ 施設の単位面積及び職員１人当たりの温室効果ガス排出量について 
単位面積及び職員１人当たりの温室効果ガス排出量は、表－３のとおりである。 

表－３ 単位面積及び職員１人当たりの温室効果ガス排出量の比較 

            ※対象施設：65 施設（平成 13,16,17 年度の(  )内は、職員のﾃﾞｰﾀがあるそれぞれ 55 施設、58 施設、58 施設） 

 
平成 20 年度の 65 施設における延べ床面積は、平成 13 年度比 2.2％、平成 16 年度比で 1.5％の

増加、平成 19 年度比でほとんど増加していない。 
また、職員数は、平成 20 年度において平成 19 年度比で 0.2％(254 人)増であった。 
 

   平成 20 年度の単位面積当たりの温室効果ガス排出量は、59.5kg-CO2/㎡となり、平成 13 年度比

で 6.3％減、平成 16 年度比で 4.5％減、平成 19 年度比で 2.1％減となった。 
   平成 20 年度の職員１人当たりの温室効果ガス排出量は、1,570kg-CO2/人となり、平成 19 年度

比では、2.3％減となった。 
 

図－４に平成 13 年度からの単位面積当たり温室効果ガス排出量の推移を示す。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

図－4 温室効果ガス排出量の推移 
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図－５に各施設の延べ床面積と単位面積当たりの温室効果ガス排出量、図－６に各施設の職員数

と職員１人当たりの温室効果ガス排出量の分布を示す。 
 

図－５ 延べ床面積と温室効果ガス排出量 
 

図－６ 職員数と温室効果ガス排出量 
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  図－７に規模別単位面積当たりの温室効果ガス排出量の平均値と施設数、図－８に規模別職員１

人当たりの温室効果ガス排出量の平均値と施設数を示す。 
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 図－７ 規模別 単位面積当たり 
温室効果ガス排出量の平均値と施設数(平成 20 年度) 

図－８ 規模別 職員１人当たり 
温室効果ガス排出量平均値と施設数(平成 20 年度)

 
 

図－９に各施設の建築年次と単位面積当たりの温室効果ガス排出量の分布を示す。 
建築年次は、複数棟で構成される施設においては延べ床面積が 大建物の建築年次を採用した。 
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図－９ 建築年次と温室効果ガス排出量 
 
 
 
 
 
 



平成13年度
(2001)

平成16年度
(2004)

平成17年度
(2005)

平成18年度
(2006)

平成19年度
(2007)

平成20年度
(2008)

増減率
H20/H13

増減率
H20/H16

増減率
H20/H19

207,408 210,350 214,135 212,971 210,630 211,511 2.0% 0.6%

(179,969) (191,102) (192,086)

- - - - -

(148,608) (152,901) (152,113)

- - - - -

(1,211) (1,250) (1,263)

518,508,713 513,034,779 506,185,100 -5.9% -4.9%

(449,893,422) (463,705,376) (456,736,858)

電気使用量(kWh/㎡) 121.9 119.2 118.2 114.8 114.3 111.7 -8.4% -6.3% -2.3%

- - - - -

(3,027) (3,033) (3,003)

0.4%
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1.5%4,290,950
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0.4%

図－１０に施設の建築年次と施設数の関係を示す。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
２－５ 電気の使用量と温室効果ガス排出量について 

対象 65 施設における平成 13、16～20 年度の電気の使用にともなう温室効果ガス排出量及び平

成 13,16,19 年度に対する平成 20 年度の増減率を表－４に示す。 
 

  表－４ 電気使用にともなう温室効果ガス排出量の比較 

       ※対象施設：65 施設（平成 13,16,17 年度の(  )内は、職員のﾃﾞｰﾀがあるそれぞれ 55 施設、58 施設、58 施設） 
 
   平成 20 年度の単位面積当たりの温室効果ガス排出量は、48.4kg-CO2/㎡となり、平成 13 年度比

で 0.7％減、平成 16 年度比で 0.9％減、平成 19 年度比で 0.4％増となった。 
平成 20 年度の職員１人当たりの温室効果ガス排出量は、1,278kg-CO2/人となり、平成 19 年度

比で 0.3％増となった。 
   平成 20 年度の単位面積当たりの電気使用量は、111.7kWh/㎡となり、平成 13 年度比で 8.4％減、

平成 16 年度比で 6.3％減、平成 19 年度比で 2.3％減となった。 
平成 20 年度の職員１人当たりの電気使用量は、2,948kWh/人となり、平成 19 年度比で 2.5％減

となった。 
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図－１０ 建築年次と施設数(平成 20 年(2008 年)度) 



また参考として、電気の使用にともなう温室効果ガス排出量を電気の使用量で除し、その値を想

定排出係数として示した。 
 
図－11 に平成 13 年度からの単位面積当たり電気使用量の推移を示す 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図－12 に各施設の延べ床面積(㎡)と単位面積当たりの電気使用量(kWh/㎡)、図－13 に各施設の

職員数(人)と職員１人当たりの電気使用量(kWh/人)の分布を示す。 

図－12 延べ床面積と電気使用量 
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図－11 単位面積当たりの電気使用量の推移 
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図－13 職員数と電気使用量 
 
 

図－14 に規模別単位面積当たりの電気使用量の平均値と施設数、図－15 に規模別職員１人当た

りの電気使用量の平均値と施設数、図－16 に平成 20 年度の単位面積当たりにおける電気使用量（平

成 13 年度比）増減割合の施設数を示す。 
 

  
図－14  規模別 単位面積当たり 
電気使用量の平均値と施設数(平成 20 年度) 

図－15   規模別 職員１人当たり 
電気使用量の平均値と施設数(平成 20 年度) 
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３．温室効果ガス排出量、電気使用量の増減について 
 １）各施設における主な縮減要因は、以下の取組があげられる。 

Ⅰ．ソフト対策 
・ISO14001、環境率先行動計画、地域温暖化対策実行計画等の取組による省エネ対策を徹底。 
・職員の意識の変化による効果。 

 
○空調設備 
・冷暖房運転条件の設定化とこれに基づく運転・適正化（執務室以外の運転制限）。 
・外気取入量の適正化と外気冷房・CO2 制御強化。 
・冷凍機における電流制限の採用。 
・窓際空調機の一斉停止。 
・各課に温度計を設置し、こまめな FCU の管理。 
・ポスターを掲示しクールビズ、ウオームビズの推進。 
・ブラインドの、時間帯や季節に合わせた効率的使用。 

 
○照明設備 
・照明時間の短縮。 
会議室・給湯室・トイレ等は使用時のみ点灯、窓際・廊下照明の昼間消灯、休日消灯、一斉消

灯日の設定と徹底、不要な時間帯の消灯励行（ステッカー添付）。 
・執務室、廊下等における照度測定を実施の上、抜本的な蛍光ランプの間引き。 
・夜間も業務上必要 小限の範囲で点灯し、それ以外は消灯を徹底する。  
・外灯点灯時間の短縮（消灯時間の繰り上げ）。 

 
図－16 単位面積当たり(H20/H13)における電気使用量(kWh/㎡) 
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○搬送設備 
 ・エレベーターの群制御の見直しや運転台数の変更、一部休止，エスカレーターの休止、運転方

法等について基準を設定し使用者への遵守指導の徹底。 
・エレベーター運行の削減や利用の自粛等、近くの階への移動ではエレベーターを使用しない。 
（ポスター掲示） 
  
○換気設備 
・給排気設備設置室の使用実態を各所調査の上、運転時間の抜本的な見直し。 

 
○その他 

 ・パソコン、コピー等の OA 機器を、こまめに電源を切る、省エネモードの設定等電力の節電。 
   ・電気・ガスストーブの原則使用禁止、湯沸し器の種火の消火。 
   ・定時退庁の推進、ノー残業デーの徹底（毎週○曜日等）。 

 ・ロードヒーティングの運用改善。 
・職員数の減少（部門の移動、組織の見直し（合併・縮小等））。 
・気象変動（冷夏・暖冬）による冷・暖房エネルギー使用量の減少。 
 

Ⅱ．ハード対策 
・省エネ機器の導入 
空気調和設備、高効率変圧器、エレベーター、冷温水ポンプ等の高効率化、インバータ化 

・BEMS による空調機器・熱源機器の効率的な運転（台数制御）。 
・会議室空調運転方法の見直し・改修工事。 
・系統の見直し、三方制御弁の追加。 
・高効率照明、高輝度誘導灯、照明（昼光）制御、省エネ型安定器、LED 化（白熱球・誘導灯）

等の改修による効率化。 
  ・照明、換気ファン等に人感センサーの設置。 

階段・廊下・便所・倉庫等。 
   ・ESCO 事業導入にともなう省エネルギーの取組による温室効果ガスの削減。 

  
２）各施設における主な増加要因は、以下のようなものがあげられる。 

○電気の排出係数の影響 
・電気使用量は削減したが、換算（排出）係数の改訂により温室効果ガス排出が増加。 
 
○面積・職員数・業務量等の増加、業務形態の変化等 
・庁舎の建替、増築等による延べ床面積の増加。 
・職員数の増加（部門の移動、組織の見直し等） 
・開庁時間・日数の増加、業務体系の多様化に伴う時間増。 
・IT 機器導入、庁内 LAN ほか各種システム導入によるサーバ等機器の新設及び全職員のパソコ

ン配置・更新。 
・通信機器等の消費電力の増加と、その通信機器等の熱負荷の増加による空調運転の増加。 



   ○その他 
・気象変動（暑夏・寒冬）による冷・暖房エネルギー使用量の増加。 
・災害救助・復旧業務の対応をしたため。 
等 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



【参 考】 
図－17 に単位面積当たりの温室効果ガス排出量と施設数、図－18 に職員１人当たりの温室効果

ガス排出量と施設数、図－19 に単位面積当たりにおける電気使用量と施設数、図－20 に職員１人

当たりの電気使用量と施設数の分布を示す。 
 
 

  

図－17  単位面積当たりの 
温室効果ガス排出量と施設数 

図－18  職員１人当たりの 
温室効果ガス排出量と施設数 

 

 

図－19  単位面積当たりの 
電気使用量と施設数 

図－20 職員１人当たりの 
電気使用量と施設数 
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